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  総務大臣 松本 剛明 
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農林水産大臣 野村 哲郎 
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 棚田地域振興法第 10 条第１項の規定に基づき、指定棚田地域振興活動計画について

認定を申請します。 



指定棚田地域振興活動計画 

 

作成主体の名称：飯沼の棚田地域振興協議会 

  

１ 指定棚田地域振興活動を通じて保全を図る棚田等に関する事項 

  飯沼の棚田（旧南向村） 

  範囲については、別添１のとおり。 

 

２ 指定棚田地域振興活動の目標 

（１）棚田等の保全 

 ① 耕作放棄地の発生防止・解消 

・令和７年３月までに飯沼の棚田における耕作放棄地を全体面積の 40％から 20％に

減少させる。 

 ② 担い手の確保 

・令和７年３月までに飯沼の棚田の保全に取り組む人を 50 人から 80 人に増加させ

る。 

 ③ 生産性・付加価値の向上 

・令和７年３月までに、飯沼の棚田における農地集積率を現在の 73％から 80％に

増加させる。 

・令和７年３月までに、飯沼の棚田で自動草刈り機、水田センサー等のスマート農

業機器を導入することにより２㏊の農地の維持管理を省力化させる。 

 

（２）棚田の保全を通じた多面にわたる機能の維持・発揮 

 ① 農産物の供給の促進 

   ・令和７年３月までに酒米の生産量を現在の 4,000kg から 50％増加させ 6,000kg と 

する。 

 ② 自然環境の保全・活用 

   ・令和７年３月までに飯沼の棚田で１ha の農地において環境保全型の農業（減農薬

栽培、堆肥の施用等）を実施する。 

 ・飯沼の棚田で小学生に向けた自然観察や稲作体験等の取り組みを年１回開催し、

年間 50 人の参加者を確保する。 

 ③良好な景観の形成 

  ・飯沼の棚田で、畦畔の草刈や水路の泥上げ等を年５回のべ 100 人で取り組む。 

・年２回以上草刈り等の維持管理活動を行い、人の手の入った美しい田園風景を維

持する。 

 ④伝統文化の継承 

  ・地域アイデンティティの存続につながる活動として、農業者から地域ならではの

生産技術や生活文化について聞き取り、郷土学習を年間１回実施する。 

 

 



（３）棚田を核とした棚田地域の振興 

 ① 棚田における都市農村交流を通じた関係人口の創出・拡大による地域振興 

   ・田植え・稲刈り体験会といった既存の農村交流体験イベントを拡充し、令和７年

３月までに年間 20 人以上の参加者を確保する。 

  ・令和７年３月までに地域における移住・定住者を５人以上増加させる。 

 ② 棚田を観光資源とした地域振興 

・令和７年３月までに、棚田の周辺に中山間地域農業直接支払交付金等を活用し、

トイレ、駐車場、看板、展望台、休憩所、交流施設を整備し、年間 30 人の観光客

を誘客する。 

・令和７年３月までに棚田地域における２軒の空き家・古民家を再生・活用し農泊

の取り組みを始め、30 人の交流人口増加を目指す。 

 

３ 計画期間 

  認定の月～令和７年３月 31 日 

 

４ 各年度において行う指定棚田地域振興活動の内容及び実施主体に関する事項 

（１）指定棚田地域振興活動の内容 

以下の指定棚田地域振興活動について、別添２の工程表に基づき実施することとする。 

  ① 棚田等の保全 

   ア 荒廃農地の防止 

 中山間地域等直接支払制度、多面的機能支払制度（村主催の説明会等で周知）

参加構成員や、村広報誌やホームページを利用して集まってもらったボランティ

ア等を活用し、作物の栽培や農地の草刈り、水の管理などを行い、荒廃農地や遊

休農地の発生防止に取り組む。 

   イ 担い手の確保 

 中山間地域等直接支払制度、地域おこし協力隊制度、集落支援員制度などを活

用しながら、担い手の確保を促進する。 

   ウ 生産性・付加価値の向上 

  自動草刈り機による草刈りやドローンによる農薬散布、自動給水栓による田の

水管理など、スマート農業の取り組みを推進することで、労働時間の削減を図り、

生産性の向上に努める。 

 景観に配慮しつつ、畦畔破損箇所の修復、法面の整形等必要な基盤整備の推進

を図る。 

  農地耕作条件改善事業などの補助事業を活用しながら、耕作環境の改善を図る。 

  ② 自然環境の保全・活用 

   ア 自然環境の保全・活用 

シカ、イノシシ、サルなどといった鳥獣被害が相次いでいるため、中川村農作

物有害鳥獣駆除対策協議会との連携や、独自に侵入防止柵や檻を設置すること

で、鳥獣被害対策を推進する。 

小学生や村内外の住民を対象とした公民館講座などで自然ふれあいイベント



（自然観察、里山ウオーキング等）の取り組みを行い、豊かな自然環境を活用し

て関係人口の創出・拡大を図る。 

   イ 良好な景観の形成 

飯沼の棚田の周辺や、水張りができない水田においては、ひまわり等の景観作 

 物の作付等必要な整備を行い、良好な景観を確保する。 

   ウ 伝統文化の継承 

    地域アイデンティティの存続につながる活動として、農業者から地域ならでは

の生産技術や生活文化について聞き取り、小学生対象の郷土学習を年間１回実施

する。具体的には、棚田と同じ南向地区に位置する中川東小学校の小学生達が郷

土学習の時間を活用し、以前から棚田の保全、営農を担ってきた飯沼農業活性化

研究会のメンバーへの小学生の聞き取りや実際の田植え・稲刈り等の体験を通じ

て、水利の確保や機械化が進む前の米作りの方法等を学ぶ。 

  ③ 棚田を核とした棚田地域の振興 

   ア 棚田における都市農村交流を通じた関係人口の創出・拡大による地域振興 

棚田オーナー制度や田植え・稲刈り体験等の農村交流体験イベントを充実さ

せ、関係人口の創出・拡大を図ることで、地域の賑わい、交流の場の創出につな

げる。 

地域おこし協力隊・集落支援員制度を活用して、移住・定住者の増加を図る。 

美しい四季の棚田や飯沼の風景等の魅力をＳＮＳで発信することで、棚田への

観光客の増加を図る。 

   イ 棚田を観光資源とした地域振興 

農泊の実施や空き家、古民家の再生・活用を進める事で、宿泊・移住しやすい

環境を整える。 

   ウ 棚田米等を活用した６次産業化の推進 

棚田米等を原料とした加工品の開発・製造・販売に取り組む。特に飯沼の棚田

で生産された酒米を原料とした日本酒については、販売と同時に飯沼の棚田のＰ

Ｒを行うことで高付加価値化と生産性の向上につなげる。 

 

（２）指定棚田地域振興活動の実施主体 

 上記（１）に掲げる指定棚田地域振興活動の実施主体は、主に下記５の指定棚田

地域振興協議会の参加者である。また、協議会の参加者ではない団体及び個人も、

指定棚田地域振興活動を実施することができる。 

 

５ 指定棚田地域振興協議会に参加する者の名称又は氏名 

 飯沼の棚田地域振興協議会は、中川村、農業者、農業者団体、地域住民、法人等で構

成。 

 参加者の名称又は氏名については別紙のとおり。 

 

６ その他指定棚田地域振興活動に関し必要な事項 

 




